
【事前協議】　　　取手市土砂条例に関する許可申請時必要書類確認書

チェック

目　次 □

委任状 □

1 □

2 □

3 採取場所 □

4 当該採取場所からの搬入予定量 □

5
搬入計画に関する事項（車種、搬入回数、搬入日数等）
※1日の搬入量が分かるように □

6 搬入計画に関する事項（搬入道路経路図） □

7 □

8 1 位置図（S=1/10,000程度） □

9 2 見取図（S=1/2,000程度）：周囲500ｍ範囲を含むもの □

10 3 公図の写し（区域を朱書きし，地目，面積を明示） □

11 4 土地所有者の一覧（土地ごとに地番，面積を明示） □

12 5 現況平面図，断面図及び面積計算書 □

13 6 計画平面図及び計画断面図（S=1/500） □

14 7 雨水排水の処理が必要な場合にあっては，特定事業区域の雨水排水対策計画 □

15 8 □

16 9 □

17 断面図 □

18 背面図 □

19 構造計算書 □

20 11 発生から処分までの流れが分かる資料 □

21 12 土砂等の搬入計画及び搬入経路図 □

22 13 □

※注意　　地図・図面等を複製して使用する場合は、権利上問題無いものを使用すること。

※注意　　施行規則第８条（別表第４又は５）の構造上の基準を図面に記載又は資料を作成して提出すること。

※お願い　添付資料は本確認書の並びどおりにご用意願います。

申
請
書
　

（
裏

）
　
　
　
添
付
書
類

（
規
則
第
4
条
関
係

）

特定事業区域の

特定事業に使用される土砂の予定量の計算書

土質試験等に基づき埋立て等の構造の安定計算を行った場合にあっては、当該安定計算を記載した計算書

10
擁壁を用いる場合にあたっては、当該擁壁
の

特定事業に使用される土砂等の

特定事業が別表3に掲げる行為に該当する場合にあっては、当該行為に該当することを証する書面

資料番号 項目

　（インデックス等で見出しをつける）

　（事業計画者以外で届出等をする場合）

土地の埋立て等に関する事前（変更事前）協議書（様式第１の２号）

申
請
書
　

(

表

）

特定事業が完了した場合の特定事業区域の構造

特定事業に使用される土砂等の

特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害の防止に関する計画



別表第３(第6条及び第9条関係)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25 茨城県自然環境保全条例(昭和48年茨城県条例第4号)第6条第4項の規定による特別地区内における許可を要する行為

都市緑地法(昭和48年法律第72号)第5条第1項の規定による緑地保全地区内における許可を要する行為

生産緑地法(昭和49年法律第68号)第8条第1項の規定による生産緑地地区内における許可を要する行為

大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法(昭和50年法律第67号)に基づく住宅街区整備事業並びに同法第
7条第1項及び第67条第1項の規定による土地区画整理促進区域内及び施行地区内における許可を要する行為

茨城県立自然公園条例(昭和37年茨城県条例第17号)第11条第4項の規定による特別地域内における許可を要する行為

茨城県宅地開発事業の適正化に関する条例(昭和47年茨城県条例第46号)第9条第1項の規定による設計の確認を要する宅地開発事業等

茨城県風致地区内における建築行為等の規制に関する条例(昭和45年茨城県条例第20号)第2条第1項の規定による風致地区内における
許可を要する行為

宅地造成等規制法(昭和36年法律第191号)第8条の規定による許可を要する宅地造成

河川法(昭和39年法律第167号)第24条の規定による河川区域内の土地の占用の許可を要する行為並びに同法第27条第1項，第55条第1
項，第57条第1項及び第58条の4第1項の規定による河川区域内の土地，河川保全区域内，河川予定地及び河川保全立体区域内におけ
る許可を要する行為

都市計画法(昭和43年法律第100号)第29条及び附則第4項の規定による許可を要する開発行為

都市再開発法(昭和44年法律第38号)に基づく市街地再開発事業及び同法第66条第1項の規定による施行地区内における許可を要する
行為

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律(昭和44年法律第57号)第7条第1項の規定による急傾斜地崩壊危険地区内における許可
を要する行為

農業振興地域の整備に関する法律(昭和44年法律第58号)第15条の15第1項の規定による農用地区域内における許可を要する行為

道路法(昭和27年法律第180号)第24条の規定による道路管理者以外の者が行う工事についての承認を要する行為，同法第32条第1項の
規定による道路の占用の許可及び同法第91条第1項の規定による道路予定区域における許可を要する行為

土地区画整理法(昭和29年法律第119号)に基づく土地区画整理事業及び同法第76条第1項の規定による施行地区内における許可を要す
る行為

都市公園法(昭和31年法律第79号)第6条第1項の規定による都市公園内における占用の許可を要する行為

海岸法(昭和31年法律第101号)第7条第1項及び第8条第1項の規定による海岸保全区域内における許可を要する行為

自然公園法(昭和32年法律第161号)第17条第3項の規定による特別地域内及び第18条第3項の規定による特別保護地区内における許可
を要する行為

地すべり等防止法(昭和33年法律第30号)第18条第1項の規定による地すべり防止区域内における許可を要する行為

砂防法(明治30年法律第29号)第4条第1項の規定により砂防指定地における許可を要する行為

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律(平成14年法律第88号)第29条第7項の規定による特別保護地区の区域内における許可を要
する行為

土地改良法(昭和24年法律第195号)に基づく土地改良事業

漁港漁場整備法(昭和25年法律第137号)第39条第1項の規定による漁港の区域内の水域又は公共空地における許可を要する行為

港湾法(昭和25年法律第218号)第37条第1項の規定による港湾区域内及び港湾隣接地域内における許可を要する行為

森林法(昭和26年法律第249号)第10条の2の規定による許可を要する開発行為並びに同法第31条，第34条第2項及び第44条において準
用する第34条第2項の規定による保安林予定森林，保安林及び保安施設地区における許可を要する行為



【許可申請】　　　取手市土砂条例に関する許可申請時必要書類確認書

チェック

目　次 □

委任状 □

1 □

2 □

3 採取場所 □

4 当該採取場所からの搬入予定量 □

5
搬入計画に関する事項（車種、搬入回数、搬入日数等）
※1日の搬入量が分かるように □

6 搬入計画に関する事項（搬入道路経路図） □

7 □

8 □

9 □

10 2 位置図（S=1/10,000程度） □

11 3 見取図（S=1/2,000程度）：周囲500ｍ範囲を含むもの □

12 4 公図の写し（区域を朱書きし，地目，面積を明示） □

13 5 土地所有者の一覧（土地ごとに地番，面積を明示） □

14 6 土地の全部事項証明書 □

15 7 現況平面図，断面図及び面積計算書 □

16 8 計画平面図及び計画断面図（S=1/500） □

17 9 雨水排水の処理が必要な場合にあっては，特定事業区域の雨水排水対策計画 □

18 10 □

19 11 □

20 断面図 □

21 背面図 □

22 構造計算書 □

23 13 発生から処分までの流れが分かる資料 □

24 14 土砂等の搬入計画及び搬入経路図 □

25 □

26 □

27 説明が必要となる対象者の名簿 □

28 対象範囲を記した図面（名簿と照合できるように） □

29 説明が必要となる対象者の名簿 □

30 隣接地権者が分かる公図（名簿と照合できるように） □

31 配布資料 居住者，隣接地権者に配布したチラシ，資料等 □

32 説明会参加者名簿（説明者、出席者） □

33 説明会での質疑応答 □

34 説明会配布資料 □

35 説明会不参加者との質疑応答 □

36 16 □

37 特定事業土地使用同意書（様式第6号） □

38 印鑑証明書　※3月以内に発行されたもの □

39 □

※注意　　地図・図面等を複製して使用する場合は、権利上問題無いものを使用すること。

※注意　　施行規則第８条（別表第４又は５）の構造上の基準を図面に記載又は資料を作成して提出すること。

※お願い　添付資料は本確認書の並びどおりにご用意願います。

特定事業が別表3に掲げる行為に該当する場合にあっては、当該行為に該当することを証する書面

17
特定事業区域の土地所有者が申請書と異
なる場合にあっては、当該土地所有者の

手数料（申請時　２０，０００円 　変更申請時　１０，０００円）

15

事前説明会報告書（様式第5号）

事前説明会委任状（事業主又は事業施行者どちらかが説明会を欠席となる時は説明者への委任状が必要）

様
式
第
5
号
記
6

説
明
を
し
た
者

100ｍ以内居住者

隣接地権者

説明を受けた者

記
7

様
式
第
5

号 説明会の内容その他の記録

申
請
書
　

（
裏

）
　
　
　
添
付
書
類

（
規
則
第
6
条
関
係

）

１
住民票の写し（事業者が法人の場合にあっては、法人の履歴事項全部証明書）　※3月以内に発行されたもの

印鑑登録証明書※3月以内に発行されたもの

特定事業区域の

特定事業に使用される土砂の予定量の計算書

土質試験等に基づき埋立て等の構造の安定計算を行った場合にあっては、当該安定計算を記載した計算書

12
擁壁を用いる場合にあたっては、当該擁壁
の

特定事業に使用される土砂等の

資料番号 項目

　（インデックス等で見出しをつける）

　（申請者以外で届出等をする場合）

特定事業許可申請書（様式第４号）

申
請
書
　

(

表

）

特定事業が完了した場合の特定事業区域の構造

特定事業に使用される土砂等の

特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害の防止に関する計画



別表第３(第6条及び第9条関係)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法(昭和50年法律第67号)に基づく住宅街区整備事業並びに同法
第7条第1項及び第67条第1項の規定による土地区画整理促進区域内及び施行地区内における許可を要する行為

茨城県立自然公園条例(昭和37年茨城県条例第17号)第11条第4項の規定による特別地域内における許可を要する行為

茨城県宅地開発事業の適正化に関する条例(昭和47年茨城県条例第46号)第9条第1項の規定による設計の確認を要する宅地開発事業
等

茨城県風致地区内における建築行為等の規制に関する条例(昭和45年茨城県条例第20号)第2条第1項の規定による風致地区内におけ
る許可を要する行為

茨城県自然環境保全条例(昭和48年茨城県条例第4号)第6条第4項の規定による特別地区内における許可を要する行為

都市計画法(昭和43年法律第100号)第29条及び附則第4項の規定による許可を要する開発行為

都市再開発法(昭和44年法律第38号)に基づく市街地再開発事業及び同法第66条第1項の規定による施行地区内における許可を要する
行為

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律(昭和44年法律第57号)第7条第1項の規定による急傾斜地崩壊危険地区内における許
可を要する行為

農業振興地域の整備に関する法律(昭和44年法律第58号)第15条の15第1項の規定による農用地区域内における許可を要する行為

都市緑地法(昭和48年法律第72号)第5条第1項の規定による緑地保全地区内における許可を要する行為

生産緑地法(昭和49年法律第68号)第8条第1項の規定による生産緑地地区内における許可を要する行為

都市公園法(昭和31年法律第79号)第6条第1項の規定による都市公園内における占用の許可を要する行為

海岸法(昭和31年法律第101号)第7条第1項及び第8条第1項の規定による海岸保全区域内における許可を要する行為

自然公園法(昭和32年法律第161号)第17条第3項の規定による特別地域内及び第18条第3項の規定による特別保護地区内における許可
を要する行為

地すべり等防止法(昭和33年法律第30号)第18条第1項の規定による地すべり防止区域内における許可を要する行為

宅地造成等規制法(昭和36年法律第191号)第8条の規定による許可を要する宅地造成

河川法(昭和39年法律第167号)第24条の規定による河川区域内の土地の占用の許可を要する行為並びに同法第27条第1項，第55条第1
項，第57条第1項及び第58条の4第1項の規定による河川区域内の土地，河川保全区域内，河川予定地及び河川保全立体区域内におけ
る許可を要する行為

土地改良法(昭和24年法律第195号)に基づく土地改良事業

漁港漁場整備法(昭和25年法律第137号)第39条第1項の規定による漁港の区域内の水域又は公共空地における許可を要する行為

港湾法(昭和25年法律第218号)第37条第1項の規定による港湾区域内及び港湾隣接地域内における許可を要する行為

森林法(昭和26年法律第249号)第10条の2の規定による許可を要する開発行為並びに同法第31条，第34条第2項及び第44条において準
用する第34条第2項の規定による保安林予定森林，保安林及び保安施設地区における許可を要する行為

道路法(昭和27年法律第180号)第24条の規定による道路管理者以外の者が行う工事についての承認を要する行為，同法第32条第1項
の規定による道路の占用の許可及び同法第91条第1項の規定による道路予定区域における許可を要する行為

土地区画整理法(昭和29年法律第119号)に基づく土地区画整理事業及び同法第76条第1項の規定による施行地区内における許可を要
する行為

砂防法(明治30年法律第29号)第4条第1項の規定により砂防指定地における許可を要する行為

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律(平成14年法律第88号)第29条第7項の規定による特別保護地区の区域内における許可を要
する行為



【許可後】　　　取手市土砂条例に関する許可申請時必要書類確認書

チェック

委任状 □

標識 1 □

縦覧 2 □

3 □

目的 □

位置及び面積 □

実施期間 □

完了した時の特定事業区域（たい積）の構造 □

□

□

5 □

□

□

□

□

7 □

8 □

9 □

10

11

13 廃止，完了時（市職員立会い） □

【埋立て】６月ごと

【一時たい積】３月ごと

15 □

16 □

17 □

18 □

廃止 19 □

継承 20 □

確認 21 □

※注意　　地図・図面等を複製して使用する場合は、権利上問題無いものを使用すること。

排水に係る検査試料採取調書（様式第１４号）※地区外に排水がある場合

排水水質測定結果証明書書（様式第１９号）※地区外に排水がある場合

特定事業廃止（中止）届（様式第２１号）：廃止又は２月以上中止しようとする場合

特定事業継承届（様式第２２号）：継承の事実を証する書類を添付

施工状況確認書（様式第２３号の２）：土地所有者自らが月１回現地を確認する

土
砂
等
の
量
の
報
告

12
【埋立て】特定事業状況報告書（様式第１６号）：6月ごと経過後７日以内に報告

□
【一時たい積】特定事業（一時たい積）状況報告書（様式第１７号）：３月ごと経過後７日以内に報告

特定事業地質検査報告書（様式第１８号）
14 □

土砂等に係る検査試料採取調書（様式第１４号）

地質分析結果報告書（様式第１５号）

土
砂
等
の
搬
入

土砂等搬入届（様式第１２号）

土砂等発生元証明書（様式第１３号）：市が発生元を確認します

土砂等に係る検査試料採取調書（様式第１４号）：発行６月以内のもの

地質分析結果報告書（様式第１５号）※の場合は省略：発行６月以内のもの
□

※法令等に基づき許認可等がなされた土砂等の採取場から採取された土砂等である場合，それらを証する書面

特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害の防止に関する計画

当該土砂等の採取場所ごとに当該土砂等を区分するために必要な措置

特定事業（一時たい積）変更届（様式第１０号）：軽微な変更

6

変
更
事
項

申請者の氏名若しくは名称，住所：住民票又は戸籍抄本

法人の代表者の氏名：法人の履歴事項全部証明書

特定事業に用いる土砂等の数量（減少させるものに限る）

特定事業に使用される土砂の採取場所又は土砂等の搬入計画

資料番号 項目

　（申請者以外で届出等をする場合）

土地の埋立て等に関する標識（様式第２０号）：現地に設置後市に連絡

関係書類の縦覧（完了後5年間保存）

変
更

特定事業（一時たい積）変更許可申請書（様式第９号）：変更事前協議が必要

4

変
更
事
項

特定事業の



【完了】　　　取手市土砂条例に関する許可申請時必要書類確認書

チェック

1 □

2 □

3 □

4 □

7 □

8 □

9 □

10 □

地質分析結果証明書（様式第１５号）

排水等に係る検査試料採取調書（様式第１４号）※地区外に排水がある場合

排水水質測定結果証明書（様式第１９号）※地区外に排水がある場合

検
査
後

5
指摘事項措置完了報告書（任意）

□
※完了検査時に指摘事項があった場合，措置完了を受けて再度完了検査を行います（条例に適合するまで）

6
特定事業地質検査報告書（様式第１８号）

□
※検査に使用した土砂等の採取場所を記載した図面及び現場写真含む

土砂等に係る検査試料採取調書（様式第１４号）

資料番号 項目

完
了
時

特定事業完了届（様式第２２号）

完了した特定事業区域の構造図

土地の所有者が作成した全ての施工状況確認書（様式第２３号の２）の原本（土地の所有者ごとに）

特定事業状況報告書（様式第１６号）


